
各月の支弁額の算式  月の支額の算 

第  欄  l  蒜撞 類第  費目 の種 類第  
Il  

‾ サ乳児院が別に定める基準に該当す  
‾ 

1傾  
る場合においては次の算式によって  

算定した額。  1欄   算定した額。  
算式  

算式  支  

ス母子生活支援施設が別に定める基  シ母子生活支援施設が別に定める基  
いては次の算  一いては次の算  

算式  算式  

単  単  

価  価  

セ母子生活支援施設が別に定める基  ス母子生活支援施設が別に定める基  ‾ ‾ 
準に該当する場合においては次の算  準に該当する場合においては次の算  

式によって算定した額。  式によって算定した額。  
算式  

算式 単窟讐警讐算梨雷雲皆媚釜謂隻彗  単悪習軍讐算禦雪空増配幣彗  

ソ母子生活支援施設が別に定める基  セ母子生活支援施設が別に定める基  ‾ 
ー準に該当する場合においては、次の  準に該当する場合においては、次の  

算式によって算定した額。  
算 算 

至謂単価  貨彗単価  

タ母子生活支援施設が別に定める基 ‾ 3 
準に該当する場合においては、次の  …－・・ 

算式により算定した額。  算式により算定した額。  

算式  算式  

眉笥さ詭賢覧品張捲込 保 
保 

算式により算定した観  算式により算定した額。  

チその施設において別に定める基準  タその施設において別に定める基準  ‾ ‾ 
いては次の算式  

いては次の算式  

算式 算 
単身赴任手当加算分月額保護単価  価  

×アの算式により算定された定員  



改正後   現行   

費目  

略  
の種  各月の支弁額の算式  
類第  第  4  欄  
1欄   

凪  （2）施設が新設される場合における事務  

事  費の支弁額は、その開所する月の前月  

務  分の支払額は、次の算式により算定し  

費  た額とし、開所した月からは（1）による。  
ただし、その開所した日がその月の  
初日でなかった場合においては、本文  
の適用はない。  

算式  
その施設の月額保護単価（民間施  
設給与等改善費を除く。）×その施  
設の定員×0．5（半月分）  

（3）一時保護所の事務費の支弁額は、次  
のアからウまでにより算定した額の合  

l  

算額とする。  
ア次により算出した利用定員が該当  
する保護単価。  
i［前年度の一時保護延べ入日／12  
月／30．4］（／ト数点以下第1位の数値  
を切り上げる）火1．205J（小数点以  

下第1位の数値を四捨五入）  
イその一時保護所が別に定める基準  
に該当する場合においては、次の額  

を加算する。  
一時保護所処遇促進加算分保護単価  

ウその一時保護所が国家公務員の寒  
冷地手当に関する法律（昭和24年法律  
第200号）の別表に定める支給地域に  
所在する場合  
一時保護所寒冷地加算分保護単価  
を加算した額。  



費目   
支ム対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  

類第  第  4  欄  費目 の種  支弁対象児童等  経費の使途   第  4  

1欄   
1   

凶  三／1■  団  

各月の支弁額の算式  

（4）児童養護施設児童自立支援施設及  

事  び乳児院において、暫定定員を超えて  事  び乳児院において、暫定定員を超えて  

務  認可定員又は条例等で定めた定員に達  務  認可定員又は条例等で定めた定員に達  

費  する範囲内で一時保護を受託した場合  費  する範囲内で一時保護を受託した場合  

、及び、知的障害児施設、第一種自閉  の支弁額は、次の算式により算定した  

症児施設、第二種自閉症児施設、盲児  額とする。  

施設、ろうあ施設、肢体不自由児施設  
入所部、肢体不自由児療護施設及び重  

［ 
症心身障害児施設において、許可定員  
又は条例等で定めた定員に達する塾墜  

内で一時保護を受託した場合、及び、  

］  

l  

肢体不自由児又は重症心身障害児を入  

所させる児童福祉法第7条第6項に規  

l  

定する指定医療機関において一時保護  

を受託した場合のそれぞれの支弁額  

は、次の算式により算定した額とする。  

〔蓋蓋買蕾節雷管欝く掌岩月諾蔓〕  



改正後   現行   

略  
費目  
の種  各月の支弁額の算式  
類第  第  4  欄  
1欄   

（2）  

設、 童自立支援施設、  情緒障害児短期治療施設、乳児院、里  
情緒偉容児短期治  
療施設、乳児院の  
措置児童（情緒障  ただし、乳児院において別に定める  
育児短期治療施設  
の通所による措置  の加算が認められるときには算式（1）に  

児童を除く。以下  より算定した頓に次の算式く2）により算  

同じ。）、里親の委  定した額を加算する。  
託措置児童、一時  算式（1）  

保護所の一時保護  次の表の一般生活費月額保護単価×  
般  その月初日の措置児童等数（母子生活  
託を含む）の一時   支援施設にあってはその月初日の入所  
保護児童 者数とする。ただし、保育室のある   

場合には3歳以上入所児童又は3歳  
未満入所児童数とし、次の表に掲げ  

生  る単価をそれぞれ乗じて得た額を上  
記により算出した額に合算するもの  
とする。）  

母子生活支援施設  
の入所者   要する日常生  

活に必要な経  
活  常的諸経費  

母子生活支援施設  

食に要する材  
の保育室における  

保育◆児童（保育機  

能強化事業の母子  
費   

を含む。）   の他の児童に  
ついては副食  

給食費）  



改正後   現行   

支弁対象児童等 第 2 欄  貸費晋使轟  各月の支弁額の算式   

略  蒜葉  第 4 欄  
1欄  

l  Ⅰ一般生活徴税田覧）等1人当たり）   ll  

54，730円  
外分 47  

48，080H  
47，680円  
54．730円  

3，550円  

保育室保育入所児童 3歳未満児 8，890円  

謹
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改正後   現行   

略  

l  

l  

国家公務員共済組合、公共企業体職員等共済  
組合、地方公務員等共済組合又は私立学校数  
職員共済組合等をいう。以下同じ。）の被保  
険者、組合員又は被扶養者である場合におい  
ては、診療報酬の算定方法（平成18年厚生労  
働省告示第92号。以下「診療報酬の算定方法」  
という。）及び入院時食事療養費に係る食事   
療養及び入院時生活療養費に係る生活療養の のの  
費用額算定に関する基準（平成18年厚生  

分  労働省告示第99号。以下「入院時食事療養費  
の算定基準」という。）に準じて算定した額  
から、その社会保険において給付が行われる  
額を控除した額n  



各月の支弁額の算式  各月の支弁額の算式   

！  

第  欄  頬第  費目 の種  支弁対象児童等    経費の使途  第  q  
4  欄  

肌  

1欄   
11 

4  イ 略  （4  イアに該当しない入所妊産婦につい  

助  助  
定 
詣離今覧  

産  産  別に定める基準により施設  

ア  ア  

施  施  饗宴亨至櫨警戸よ慧墓幣習鷲慧皆  

設  
加算する。  

基  基  

数  
本  
数  

本  
l  

院  
分  

奏  

l   

保  月の支弁額の算式については、この裏の  
（12）の費目の項に定めるところによる。  

護  護  

Il つこ場合においては、ア  ／llヽ 分  ヒI／く上ヽ▼■■ト1  分娩を取り  
費  分 鴫  により支弁する点数分のほか、分娩介助  費   分 娩  により支弁する点数分のほか、分娩介助  

以  料として分娩児1人につき129，730円を限  以  料として分娩児1人につき125，220円を限  

外  度として支弁できる。、  外  ト・一′ニ  

の  の  

略   略  （イ）  
（イ）  

胎盤処置料  胎盤の処置を他に委託した場合において  
胎   

分  
はアにより支弁する点数分のほか、その  

盟 処  
匿  置  実績を支弁して差し支えない。  

料  糾  

（ウ）  略   略  （ウ）  新生児介補料  

新  斯  
アにより支弁する点数分のほか、新生児  

生  生  児 介  児  
介補料として分娩児1人当たり1日につ  

介  捕  輔  料  
き3，810円を限度として支弁できる。  

料  

略  略  略   略  三善ル児   
童自立支援施設、  ただし、教材代又は通学のための交通  

教  費を支弁すべき児童があるときは、それ  

太 日  
費   
童であって、義務  
教育諸学校又は特  
別支援学校の高等  



改正後   現行   

費目  

略  
の種  各月の支弁額の算式  
類第  第  4  欄  
1   

（5）  

及び特別支援学校  
の高等部第1学年  
に入学するもの。   

めの交通費  
（4）児童自立  次の表の教育費学年別月額保護単価  

教  支援施設の  

教材費  
（5）その児童  

の特別支援  
学校高等部  
入学に必要  高等部  

太  
日  な学用品費   

等  保護単価2，110円4．180円4，180円  

（月額， 

算式（2）  

その施設又は里親のその月における  
その措置児童の別に定めるところによ  
り教科書に準ずる正規の教材として学  

費   校長が指定するものの購入に必要な実  
費を合算した額。  
算式（3）  

その施設又は里親のその月における  
その措置児童であって、交通費の支給  
を必要と認めるものがあるときは、そ  
の児童が最も経済的な通常の経路及び  
方法により通学する場合のその普通旅  

客運賃の定期乗車券（定期乗車券のな  
い場合にあっては、これに準ずるも  
の。）の実費を合算した額  
算式（4）  

教材費月額保護単価小学校該当児  
190円、中学校該当児270円×その月の  
児童自立支援施設の小学校又は中学校  
別該当措置児童数（ただし、算式（2）及  

び算式（3）の対象児童を除く。）   



改正後   現行   

費目  
の種  各月の支弁額の算式  

略  類第  第  4  欄  
1欄   

（5）  算式（5）  

教  
太  

特別加算費年額保護単価57，300円×  
日  特別支援学校の高等部第1学年入学措  

置児童数  

（6）  

童自立支援施設、  措置児童がその義務教育諸学校又は特別  

学   
校  
措置児童であって、  

給  

l  

学中のもの。   
食   

l  

次の算式により算定した額の合昇額  

し7） 見  学旅行に直接  
必要な交通費、    算式  
宿泊費等  次の表の見学旅行費学年別年額保護  

学  単価×その月の学年別見学旅行参加措  
こ  置児童数  

・・・ 
旅  見学旅行費保護単価表  

3学年（特別支援  （措置児童（者）1人当たり）  

学校の高等部を含  学年別 保護単価（年額）  

行  ′ト学校第6学年 20，600円  

ので、その学校の  中学校第3学年 55，900円  

教育課程において  高等学校第3学年 108，200円  

費   （特別支援学校高等部を含  

行（通常の「見学  む。）  

旅行」をいう。）に  
参加するもの。   

（8）  

童自立支援施設、  
情緒障害児短期治  

支入  

度進  次の表の入進学支度金学年別年額保  

金学   
護単価×学年別入進学措置児童数  



改正後  琴行 

費目  
の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  の種  支弁対象児童等  経費の使途  各月の・支弁額の算式  
類第  第  4  欄  類第  第 欄  

1欄   

略  （8）  入進学支度金保護単価表  
入  
進  
学  
支  （措置児竜1人当たり） l学年別l保護単価（年額）l レト学校第1学年入学児童卜39．500円l 中学校第1学年進学児童l46，100円l  
度  
金   

（9）  次の算式によって算定した額の合算額。  
童自立支援施設 ただし、算式（2）については4月分の措置  ‥費  ただし、算式（2）については4月分の措置  

特  費等として支弁する。  
療施設の措置児童  の高等学校  算式（1）  算式（1）  

別  次の表の特別育成費公私別月額保護  次の表の特別育成費公私別月額保護  
置児童であって、  ける教育に  単価×その月の公私別高等学校在学措  単価×その月の公私別高等学校在学措  

ゴ貢 日   置児童数  
により、高等学校  により、高等学校  
に在学しているも   特別育成費保護単価表  
の及び高等学校第  納付金、教   （措置児童1人当たり）  の及び高等学校第‘  納付金、教  （措置児童1人当たり）  

費  保誰単価（月額  l公私別 保誰単価（月額） 
もの。   用品費等の  l国・公立高等学校   22，270円  もの。   l国・公立高等学校 22－270円 

教科学習費、  32．970円 l私立高等学校 32．970円 

通学費等  通学費等  
（2）その児童   算式（2）  

の高等学校   特別加算費年額保護単価57，700円×  の高等学校  特別加算費年額保護単価57，300円×  
入学に際し  高等学校第1学年入学措置究富豪  
必要な学用  必要な学用  

品費等  
略  略  略  次の算式によって算定した額  

童自立支援施設、  
夏’  

算式 
等  夏季等特別行事費1件当たり保護単  
特  価3，000円×夏季等特別行事参加措置  
別  児童数  
行  
事  
費   
該学年の児童・生  
徒の全員を参加さ  
せて行う夏季等の   



略  l類夷  第  4  欄  

l  

1欄   

臨海、林間学校等  
の行事に参加する  
ものn  

（11）  児童養護施設、児  
童自立支援施設、  
情緒障害児短期治   

末  療施設、乳■児院の  服等の購入費  支弁する。  
日置児童、里 の  Jニ   

時  委託措置児童又は  期末一時扶助費年額保護単価5，070   
扶  一時保護所の一時  円×12月初日の措置又は一時保護児童   

数   

（12）  児童養護施設、児  
童自立支援施設、  
情緒障害児短期治   
療施設、 乳児院、  経費   その施設等のその月におけるその措置児  

助産施設の措置児  童専につき、診療報酬の算定方法及び入  
療  院時食事療養費の算定基準に準じて算定  
措置児童等、又は  した額（その医療機関が社会保険の指定  
一時保護所の一時  医療機関であり、かつ、その措置児童等  

費  が社会保険の被扶養者等である場合にお  
疾病等により医師、  いては、その社会保険において給付が行  
歯科医師等によっ  われる額を控除した額とする。）を合算し  
て診察、治療、投  た額。  
薬、手術等の医療  なお、その措置児童等の看護、移送等  
を受けるためその  に要する費用についても健康保険法の取  
支弁を必要と認め  扱いの場合に準じて支弁して差し支えな  

られるもの∩  い。   

（13）  児童養護施設、児  
童自立支援施設、  
情緒障害児短期治   算式（1）  

（1）その児童   

業  
置児童であって義  び方法により通う場合のその普通旅客運  

補  
後、公共職業訓練   に係る教科  にあってはこれに準ずるもの）の実費  

導  算式（2）  

機関に通うもの。  職業補導費月額保護単価4，800円×そ  
費  の月の職業補導機関に通っている措置児  

童数  



改正後  現行  

費目  費目・  
の種  支弁対象児童等  経費の使途  各月の支弁額の算式  の種 支弁対象児童等   経費の使途  各月の支弁額の算式  
類第  第  4  欄  類第  第  4  欄  
1欄   

略  略   略  1欄   

童自立支援施設、  
情緒障害児短期治  月分から翌年3月分までに限る。  

児  算式  
しくは母子生活支  次の表の児童用採暖費級地別月額保護  

● 単価×その月初日の措置児童等数  
童  児童用採曖費保護単価表  
措置児童等   

用  児童自立支援  

採  
旧5級地 6，820円7．210円1．130円 

l   

旧4故地 5．220 5．660 960 

暖  旧3緑地 3，380 3．590 590 

そ 

費   
（注）この裏の「旧5級地から旧2級地」までの級地区分は  

一般職の職員の給与に関する法律等の一郎を改正する法  

律く平成16年法律第136号）の施行（平成16年10月28日）  

前の国家公務員の寒冷地手当に関する法律第1条に定め  

る地域とし、「その他の地域」は旧5級地から旧2級地  

までの地域以外の地域とすること。  

（15）  （15）  

童自立支援施設、  入所措置が解除される日の属する月の措  児童養護施設、児   入所措置が解除される日の属する月の措  
の就職に際   の就職に際   

就  。  就  し必要な寝  ただし、別に定める基準に該当する場  
又は里親の委託措  具類、被服  合においては、算式（2）によって算定した  又は里親の委託措  具類、被服  合においては、算式（2）によって算定した  

職  職  
その児童が就職す  費   算式（1）  その児童が就職す  費   算式（1）  

支  就職支度費1件当たり保護単価  支  就職支度費1件当たり保護単価  
措置が解除される  の就職に際  73，000円×その月の就職による措置解  措置が解除される  の就職に際  71，000円×その月の就職による措置解  

度  度  
居費、生活  算式（2）  居費、生活  算式（2）  

費   費等   就職支度費1件当たり特別基準保護  費  費等   就職支度費1件当たり特別基準保護  
単価137，510円×その月の別に定める  単価137，510円×その月の別に定める ’ 
基準による就職による措置解除児童数  基準による就職による措置解除児童数  



膏自 の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式   費目 の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  
類第  第  欄  ≡ 第  4  欄  
1、   i   

16  児童養護施設、児  （1）その児童  次の算式（1）によって算定した額とし、  「・・仁■   
大  童自立支援施設、   の進学に際  入所措置が解除される日の属する月の措  大  童自立支援施設、   の進学に際  入所措置が解除される日の属する月の措   

学  情緒障害児短期治  し必要な学  置費等として支弁する。  学  情緒障害児短期治  し必要な学  置費等として支弁する。   
進  療施設の措置児童  用品及び参  ただし、別に定める基準に該当する場  
学  又は里親の委託措  考図書類等  合においては、算式（2）によって算定した  進  療施設の措置児童  用品及び参  ただし、別に定める基準に該当する場           学  又は里親の委託措  考図書類等  合においては、算式（2）によって算定した   
等  置児童であって、  の購入費  額を加算する。  等  置児童であ？て、  の購入費  額を加算する。   
自  その児童が大学等  （2）その児童  算式（1）  自  その児童が大学等  （2）その児童  算式（1）   

立  へ進学するためそ   の進学に際   大学進学等自立生活支度費支度費1  立  へ進学するためそ   の進学に際   大学進学等自立生活支度費支度費1   

生  の入所の措置が解   し必要な住  件当たり保護単価  生  の入所の措置が解   し必要な住  件当たり保護単価   

活  除されることとな  居費、生活  73，000円×その月の進学による措置解  活  除されることとな  居費、生活  71，000円×その月の進学による措置解   
支  ったもの。   費等   除児童数  支  ったもの。   費等  蔭‡官宣教   

度  算式（2）  度  算式（2）   

費  大学進学等自立生活支度費1件当た  費  大学進学等自立生活支度費1件当た  

り特別基準保護  り特別基準保護  

単価137，510円×その月の別に定める  単価137，510円×その月の別に定める  
基準による進学による措置解除児童数  基準による進学による措置解除児童数  

略  略   略   略  ′」・・・，           （17）  
童自立支援施設、  ただし、その死亡児の葬祭に要した費  
情緒障害児短期治  

葬  

児院の措置児童又  
は里親の委託措置  を、自動車料金その他死体の運搬に要し  

祭  た費用の額が10，760円を超えるときは  
亡したもの（以下  8，940円の範囲内においてその超える額  
「死亡児」という）   を、それぞれ加算する。  

費   
算式  

葬祭費1件当たり保護単価153，900  
円×死亡児数   

略  略   略   略  （18）  その施設のその月におけるその児童に  
つき捜索し又は連れもどす者の運賃、日  

連  

れ  
も  ために必要な  

ど  経費  普通旅客運賃）とその児童の普通旅客運  
し  賃、宿泊料とを合計した額にこれらの経  
費   費以外の特に要した費用があるときには  

これを加えた額の合算額  



改正後   現行   

費目   費目   

の種 支弁対象児童等  経費の使途  各月の支弁額の算式   の種 支弁対象児童等 経費の使途  各月の支弁額の算式   

類第 第  写  欄 第 3 欄  第  4  欄   類第 第  2  欄 第 3 欄  第  4   欄   

1欄   1欄   

（19）里親委託措置児童 次に掲げる経  次の算式によって算定した額の合算額。   （19）里親委託措置児童 次に掲げる経  次の算式によって算定した額の合算額。   

里里  費  ただし、算式（2）については、委託を開   里里  費  ただし、算式（2）については、委託を開 

親親  （1）その児童 始した月の措置費等として支弁する。   親親  （1）その児童 始した月の措置費等として支弁する。   
手受  に係る委託  算式（1）   手受  に係る委託  算式（1）   
当託  手当  ア 里親手当   当託  手当  ア 里親手当   

・支  （2）新たに委  里親手当月額保護単価34，000円×  ・支  （2）新たに香  里親手当月額保護単価34，000円×  

度  託措置した  その月の措置児童数  度  託措置した  その月の措置児童数   

費  際に必要な  イ 専門里親手当   費  際に必要な  イ 専門里親手当   

経費  専門里親手当月額保護単価90，200   経費  専門里親手当月額保護単価90，200   

円×その月の措置児童数   円×その月の措置児童数   

l  算式（2〉   算式（2）   

里親受託支度費1件当たり保護単価   里親受託支度費1件当たり保護単価   

42，600円×新規委託措置児童数   31，500円×新規委託措置児童数   

3略  3定員外支弁の禁止  
事業費の各種目ごとの支弁額の算定に用いる措置人員の数には、やむを  

得ない特別の理由がある場合を除いては、その施設の定員を超える部分は  

算入しないものとすること。  

第5略  第5徴収金基準額  

1各月の■基準額の算定方法  

各年度における徴収金基準額は、その措置児童等（母子生活支援施設に  

ついては入所世帯、助産施設については入所妊産婦とする。以下この項に  

おいて同じ。）単位に、表の施設種別及び各月初日（月の途中で入所した  

措置児童等についてはその月の初日。以下この項において同じ。）の措置  

児童等及びその措置児童等の属する世帯の扶養義務者の税額等による階層  

区分によって定まる基準額（この額にその月のその措置児童等に係る次の  

2により算定した支弁額が満たない場合においては、その支弁額とする。）  

により算定した額の年間の合算額とすること。  



2 各月の支弁額の算定方法  
児童養護施設、児童自立支援施設＼・情緒障害児短期治療施設、乳児院、   
母子生活支援施設又は里親の各月のその措置児童等1人当たり又は1世帯   

当たりの支弁額は、次の算式（1）により算定した額とすること。  

ただし、その措置児童等の在籍日数が1カ月未満であるときは、算式（2）  

によるものとすること。  

なお、民間施設給与等改善費、施設機能強化推進費、単身赴任手当加算   
費、入所児童（者）処遇特別加算費、除雪費、降灰除去費、里親手当及び保   

育機能強化加算費は、徴収の対象とはならないこと。  
算 式（1）  
その施設の事務費の月額保護単価（乳児、1・2歳児、年少児、特別指   
導費及びボイラー技士雇上費の単価を含み、民間施設給与等改善費、施設   
機能強化推進費、単身赴任手当加算費、入所児童（者）処遇特別加算費、除   

雪費、降灰除去費、保育機能強化加算費の単価を除く。次の算式（2）にお  

いても同じ。）＋事業費の各費目（里親手当除く。次の算式（2）において   

も同じ。）のその月におけるその措置児童等につきその支弁した額の合算   

額  

算 式（2）  
［（事務費の月額保護単価＋事業費の各費目のうち月額保護単価により   

支弁した額の合算額）÷その月の日数］×その月の措置児童等在籍日数＋   

月額保護単価により支弁した費目以外の事業費の支弁した額の合算額   

第6 端数計算の方法   

この国庫負担金における金額の計算課程において、ある金額をある数値で  

除し、又はある金額にある数値を乗じて計算した場合の金額に1円未満の端  
数を生じたときは、その端数金額が生じた段階においてこれらを切り捨てる  

ものとすること。   

ただし、診療報酬の算定方法及び入院時食事療養費の算定基準に準じて算  
定する場合においてはその定めるところによるものとすること。   

略  




